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Ａ．研究目的 

 自治体等における性感染症サーベイランス

の活用支援を目的として、平成２５年度作成

した「性感染症発生動向調査活用ガイドライ

ン」の普及や研修を行うと伴にその評価を行

う。 

 

Ｂ．研究方法 

 研修による支援 地方感染症情報センター

など性感染症サーベイランス担当者を対象と

した研修会において性感染症発生動向調査活

用ガイドライン、活用事例等を紹介した。併

せて自治体担当者と協議の場を設け、意見交

換すると伴に参加者から意見を報告して頂い

た。また、性感染症の動向と対応特にアウト

ブレイク対応について随時研究協力者とメー

ル等により意見交換を行った。   

 ガイドライン普及と活用の状況は、自治体

担当者を対象としたアンケート調査において、

「性感染症発生動向調査活用ガイドライン」

の認知状況、参考になった項目、2013 年の性

感染症アウトブレイク探知・対応の経験等を

尋ね、自治体職員との意見交換の場で聞き取

り等を行った。アンケート調査の詳細は別添

２を参照されたい。 

 

Ｃ．研究結果および考察 

１．性感染症発生動向調査活用ガイドライン

の周知と活用の促進 

 自治体の研究協力者等を通じて、本年度増

加が把握された梅毒の情報還元や対応等に関

し、意見交換を行い、集計方法等に関し支援

した。全国及び東京都の増加状況を地図化し

分りやすく示すと共に、全国の地方感染症情

報センター対象のアンケート項目に取り入れ

対応状況を把握し、またこれらの結果を研究

班会議や以下に示す自治体担当者との協議に

用いた（別添研究概要）。 

 2014 年 1 月 24 日に国立保健医療科学院で

開催された公衆衛生情報連絡協議会での性感

染症に関するシンポジウムで性感染症発生動

向調査活用ガイドライン、地域でのサーベイ

ランス活用事例等の紹介を行った。公衆衛生

情報連絡協議会には全国の地方衛生研究所で

地方感染症情報センターなどサーベイランス

担当者が約１００名参加した。いずれの演題

にも活発に意見交換が行われ、性感染症に関

するサーベイランスに地方衛研、地方感染症

情報センターの認識が格段に上がったと感じ

られた。協議会のプログラムに取り入れられ

たことで、啓発の成果を上げることができた。

一方、ガイドラインを知っているのは当日参

加者の半数にも満たず、更なる周知が必要で

ある一方、関心の高まりもあることから、周

知による効果は期待できると考えられた。 

 また、併せて自治体での性感染症対策担当

者と研究班員、協力者との意見交換を行った。

２つのプログラムは別添１−１に示す。 

 研究班員の経験を踏まえ、臨床現場、自治

体でどのように STI の認知と対応が行われて

いるか協議した。自治体での STI サーベイラ

ンスの活用は全般的に進んでいないが、今回

のシンポジウムや今までの研究を踏まえ以下

のような示唆があった。三重県での先進的取

り組みの背景にある臨床現場、医師会等との

密な意思疎通や支援の蓄積が行政内の理解や



事業への理解に繋がり重要との意見が多かっ

た。また、性感染症におけるアウトブレイク

との認識が無かったとの意見や、自治体がア

ウトブレイクに対応しないことが臨床医等か

らの信頼を無くすことに繋がりかねない、等

の意見があった。「アウトブレイク」の認定は

どのように行うのか？基準があるのか？とい

う疑問も示され、「アウトブレイクとは通常の

値を越えた状態。行政的には、対策とセット

で情報提供がいいのではないか。サーベイラ

ンスの意義を考えても対応が重要。例えば、

東京都の例で言えば、関連医療機関への周知、

協力依頼などを行っている。東京都健康安全

センターHP に通常の週報情報に加えて特に

詳細の分析を掲載している。啓発は最小限度

の対策だが、更に介入が大きい段階の対策も

あるだろう。などの意見交換がされた。 

 自治体からの参加者は別添１−２、１−３の

ように、アウトブレイク、対策のためのサー

ベイランス、口腔感染などに関心があり、今

まで性感染所サーベイランスに関して学ぶ機

会が非常に限られており、参加の意義は大き

いとの意見であった。 

  

２．地方自治体における性感染症サーベイラ

ンス活用ガイドラインの周知程度の調査： 

216配布され、119回収された（回収率55.1%）。  

ガイドラインを見たという 74 人（62.2％）で

あった。ガイドラインを見た人で、参考にな

った項目（重複あり）は、疾患ごとの特殊性

34 人（45.9%）、報告受理時にすること 30 人

（40.5%）、担当になったら 29 人（39.2%）な

どであった。性感染症発生動向調査活用ガイ

ドラインは地方自治体担当者の間で半数強に

しか、認知されておらず、更に普及を進めて

いく必要があると考えられた。今後、国立感

染症研究所のホームページなど、利用しやす

い媒体での提供、利用しやすいように改訂し

た版の作成、動画での紹介などを行っていく

と効果的だと考えられた。 
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Ｅ．結論 

 広く感染症情報センター担当者が集まる機

会に併せてガイドラインや性感染症サーベイ

ランス活用に関して周知を図り効果的であっ

たが、依然周知度は低く更に働きかけが必要

である。近年梅毒の増加が各地で起きている

が、性感染症に関してアウトブレイクとの認

識や対応の具体策が十分とは言えず、ガイド

ラインの周知など対策の強化が必要と考えら

れる。 
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